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所得税のしくみ

所得税は
どのように
計算するの？

所得税の算出のしくみ
所得税は、個人の所得に対してかかる税金で、1年間の全ての所得から所得
控除を差し引いた残りの課税所得に税率を適用し税額を計算します。

所得税及び復興特別所得税の確定申告
●所得税及び復興特別所得税は、自分の所得の状況を最もよく知っている納税者が、自ら税法に従って所得と税額を正しく計算し、納税するという「申告納
税制度」を採用しています。

●所得税及び復興特別所得税の確定申告期間は、その年の翌年2月16日から3月15日までです。
●還付申告の方は、1月から申告書を提出することができます。
注：税務署の閉庁日（土曜日、日曜日、祝日、12月29日から翌年1月3日までの日）は、税務署では相談及び申告書の受付は行っておりません。

◎超過累進税率
所得税の税率は、所得が多くなるに従って段階的に高くなり、納税者
がその支払能力に応じて公平に税を負担するしくみとなっています。

　所得は、その性質によって次の10種類に分かれ、それぞれの所
得について、収入や必要経費の範囲あるいは所得の計算方法
などが定められています（下図●A参照）。

注：国外で支払われる預金等の利子や国外にある不動産の貸付・譲渡による収益、国
外の法人等に対する出資に係る収益などの所得についてもこれらの所得に含まれま
す。

① 雑損控除（→P21「災害等にあったとき」参照）
② 医療費控除（→P15「医療費を支払ったとき」参照）
③ 社会保険料控除
④ 小規模企業共済等掛金控除
⑤ 生命保険料控除（→P17「保険と税」参照）
⑥ 地震保険料控除（→P17「保険と税」参照）
⑦ 寄附金控除（→P19「寄附金を支出したとき」参照）
⑧ 障害者控除（→P13「障害者と税」参照）
⑨ 寡婦控除・寡夫控除（27万円、特別寡婦は35万円）
⑩ 勤労学生控除（27万円）
⑪ 配偶者控除（→P9「家族と税」、P12「高齢者と税（年金と税）」参照）
⑫ 配偶者特別控除（→P9「家族と税」参照）
⑬ 扶養控除（→P9「家族と税」、P12「高齢者と税（年金と税）」、
　 　 　 　 P13「障害者と税」参照）
⑭ 基礎控除（38万円）

　課税所得金額は、その方の1月1日から12月31日までの1年間（年
分といいます。）の全ての所得から所得控除額を差し引いて算出
します。
所得控除とは、控除の対象となる扶養親族が何人いるかなどの個
人的な事情を加味して税負担を調整するもので、次の種類があり
ます（下図●B参照）。

　所得税額は、課税所得金額に所得税の税率を適用して計算しま
す（下図●C参照）。

注:土地建物等や株式等の譲渡所得など他の所得と区分して税額を計算する所得もあります。

●所得税額の計算3

●課税所得金額の計算2

課税所得金額

195万円×0.05
＝9万7,500円

9万7,500円+13万5,000円+64万円＝87万2,500円（所得税額）

195　　　330

135万円×0.1
＝13万5,000円

320万円×0.2
＝64万円

税率5％ 税率10％
税率20％

650（万円）

① 利子所得
⑤ 給与所得
⑨ 一時所得

② 配当所得
⑥ 退職所得
⑩ 雑所得

③ 不動産所得
⑦ 山林所得

④ 事業所得
⑧ 譲渡所得

◎所得税及び復興特別所得税の申告納税額の算出方法

所得税額から差し引かれる金
額を差し引いた後の所得税額
（基準所得税額）

所得税額から差し引かれる金額
所得控除額

課税所得金額 所得税
の税率×　 所得税額

　所得金額の計算
（収入金額）－（収入から差し引かれる金額）

＝（所得金額）

　課税所得金額の計算
（所得金額）－（所得控除額）

＝（課税所得金額）

　所得税額の計算
（課税所得金額）×所得税の税率

＝（所得税額）

　所得税額から差し引かれる金額を差し引いた
後の所得税額（基準所得税額）の計算

（所得税額）－（所得税額から差し引かれる金額）
＝（基準所得税額）

所得金額

収入から差し引かれる金額
収
入
金
額

A B C D

所得税額から差し引かれる金
額を差し引いた後の所得税額

復興特別所得税額

所得税及び復興特別
所得税の申告納税額

源泉徴収税額など

　所得税及び復興特別所得税の申告納税額の計算
（基準所得税額）×2.1％＝（復興特別所得税額）

（所得税額から差し引かれる金額を差し引いた後の所得税額）
＋（復興特別所得税額）－(源泉徴収税額など)
＝（所得税及び復興特別所得税の申告納税額）

E

復興特別所得税は、平成25年から平成49（2037）年までの各年分の基準所得税額（原則として、その年分の所得税額）に2.1％の税率を掛け
て計算します。また、平成25年1月1日から平成49（2037）年12月31日までの間に生ずる所得については、源泉所得税の徴収の際に復興特別
所得税が併せて徴収されます。

平成25年から平成49（2037）年までの各年分については、復興特別所得税を所得税と併せて申告・納付します。

●所得税及び復興特別所得税の申告納税額の計算4
　所得税及び復興特別所得税の申告納税額は、次のように計算します。
① 所得税額から、所得税額から差し引かれる金額（配当控除など）を差し引
きます（下図●D参照）。

② ①で計算した金額を基準所得税額として、その金額に2.1％を掛けて復
興特別所得税額を算出します。

③ ①で算出した所得税額と②で算出した復興特別所得税額を合計します。
④ ③で算出した金額から源泉徴収された所得税及び復興特別所得税の
額（源泉徴収税額）などを差し引いて所得税及び復興特別所得税の
申告納税額を算出します（②～④は下図●E参照）。
注：所得税額や復興特別所得税額（附帯税を除きます。）の確定金額の端数計算
は、これらの確定金額の合計金額によって行いますので、その合計額に100円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てます。

×2.1％

◇課税所得金額が
650万円の場合
に適用される所
得税の税率及び
所得税額
　（平成30年分）

＝

●所得金額の計算1
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記帳や帳簿等保存・青色申告

帳簿などは何年か
保存しなくては
いけないと
聞いたのですが・・・

記帳や帳簿などの保存の必要性
1年間に生じた所得を正しく計算して申告するためには、日々の取引の
状況を記帳し、帳簿や書類を一定期間保存する必要があります。

青色申告って
どのような
ものですか？

青色申告制度
日々の取引を所定の帳簿に記帳し、その記帳に基づいて正しい申告をするこ
とで、所得の計算などについて有利な取扱いが受けられる制度です。

●青色申告をすることができるのは、事業所得等のある方です。
●青色申告をしようとする方は、その年の3月15日までに「青色申
　告承認申請書」を納税地の所轄税務署に提出してください。
　注：その年の1月16日以後に新たに開業した方は、開業の日から2か月以内に提出し
　　 てください。

●青色申告者には、数多くの特典がありますが、その主なものは 
　次のとおりです。

〈青色申告特別控除〉
　事業所得又は不動産所得を生ずべき事業を営む方が、正規の
簿記の原則に従い記帳し、その記帳に基づき作成した貸借対
照表及び損益計算書を確定申告書に添付し、確定申告書を
提出期限内に提出する場合は、これらの所得を通じて最高65
万円を控除することができます。それ以外の場合は、事業所得
等を通じて最高10万円を控除することができます。
　注：平成32（2020）年分以後は、現行の65万円控除の要件に加え、①e-Taxに

よる申告（電子申告）又は②電子帳簿保存の要件を満たした場合に最高65
万円を控除することができます。

〈青色事業専従者給与の必要経費算入〉
　青色申告者と生計を一にしている配偶者や15歳以上の親族
で、その事業に専ら従事している人（青色事業専従者）に支払
った給与は、あらかじめ納税地の所轄税務署に提出した届出書
に記載された金額の範囲内で、青色事業専従者の労務の対
価として適正な金額であれば必要経費とすることができます。

〈純損失の繰越しと繰戻し〉
　事業所得等が赤字となり、純損失が生じたときは、その損失額を
翌年以後3年間にわたって各年分の所得から差し引くことができま
す（純損失の繰越し）。また、前年も青色申告をしている場合は、
純損失の繰越しに代えて、その損失額を前年分の所得に繰り戻
して控除し、前年分の所得税の還付を受けることもできます（純損
失の繰戻し）。

　青色申告者は、原則として正規の簿記の原則（一般的には複式簿
記）により記帳を行わなければなりませんが、簡易帳簿で記帳してもよ
いことになっています。標準的な簡易帳簿の種類は次のとおりです。

　 ① 現金出納帳、② 売掛帳、③ 買掛帳、④ 経費帳、⑤ 固定資産台帳

青色申告の場合
白色申告者（青色申告者以外の方）についても、次のような記
帳・帳簿等の保存制度が設けられています。

〈記帳・帳簿等の保存制度〉
　事業所得等（事業所得、不動産所得及び山林所得）を生ずべき
業務を行う全ての方（所得税及び復興特別所得税の申告の必
要がない方も含みます。）は、帳簿を備え付けて収入金額や必要
経費に関する事項を記帳するとともに、帳簿や書類を保存する必
要があります。

白色申告の場合

帳簿

保存が必要なもの 保存期間

書類

収入金額や必要経費を記載した帳簿（法定帳簿）

業務に関して作成した上記以外の帳簿（任意帳簿）

決算に関して作成した棚卸表その他の書類

業務に関して作成し、又は受領した請求書、納品書、
送り状、領収書などの書類

7年

5年

5年

◇帳簿書類の保存期間

◇帳簿書類の保存期間

●帳簿書類の電子データ保存
納税者の事務負担やコスト負担の軽減などを図るため、一定の帳簿書類については、コンピュータ作成の帳簿書類を紙に出力することなく、ハードデ
ィスクなどに記録した電子データのままで保存できる制度があります。
注：この制度の適用を受けるには、一定の要件があり、あらかじめ所轄税務署長の承認を受ける必要があります。

保存が必要なもの 保存期間

帳簿

決算関係書類

現金預金取引等
関係書類

その他の書類

書類

仕訳帳、総勘定元帳、現金出納帳、売掛帳、買掛帳、経
費帳、固定資産台帳など

損益計算書、貸借対照表、棚卸表など

領収証、小切手控、預金通帳、
借用証など

取引に関して作成し、又は受領した上
記以外の書類（請求書、見積書、契
約書、納品書、送り状など）

7年

7年

7年（※）

5年

※前々年分所得が300万円以下の方は、5年


